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要約 

 

近年、人口減少問題がクローズアップされ、少子化政策の充実化が重要な課題となり、

政策を担う地方自治体が果たす役割は大きい。そこで本稿では、少子化対策の一つである

妊婦健診公費負担額に着目した。まず近年、妊婦健診の公費負担額は年々増加してきてお

り、また自治体間の公費負担の差は年々縮小傾向にあることを指摘した。さらに妊婦健診

公費負担額の政策決定は、自治体が他自治体の政策水準を参照し戦略的に意思決定を行っ

ているのかの検証を行った。このとき参照先の自治体の政策水準として近隣自治体、都道

府県内自治体、さらに類似自治体の３つの政策水準を取り上げる。推定結果より都道府県、

近隣及び類似団体の政策水準によって、自自治体の公費負担額を上げていることが明らか

となった。よって参照先としては、先行研究で指摘されていたような県内の市町村および

近隣の市町村に留まらず、人口規模および財政規模を同じくする、同一都道府県外も含む、

他自治体の政策決定も考慮していることが明らかとなった。さらに若年人口割合や女性の

年齢割合別人口割合といった、人口動態も影響している可能性が本稿の結果から示唆され

る。 

 

 

JEL Classifications: H75, H77, H72 

キーワード：妊婦健診公費負担額、相互参照行動、少子化対策 

 

  

                                                   
*) 本研究は公益財団法人かんぽ財団「少子高齢社会における家計の消費・貯蓄行動と年金・

医療・介護政策（かんぽ財第 33 号）」から研究の助成を受けている。なお本稿の内容に関

する一切の誤りは著者の責に帰するものである。 
†甲南大学経済学部准教授 E-mail: adachi@center.konan-u.ac.jp 
††神戸国際大学経済学部専任講師 E-mail：hsaitou@kobe-kiu.ac.jp   



2 
 

Determinants of Japanese Public Expense for Physical Check-Up of Pregnant Women 
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Abstract 

 

In this paper, the public burden for physical check-up of pregnant women is considered. This is a 

public expense that must be implemented by local governments independently. Public expenditure in 

this regard may be determined strategically by local governments to take into account the public 

behavior of other local governments. Through observation of the public policy levels of neighboring 

local governments, other local governments within prefectures, and similar local governments, local 

governments may verify the strength of the impact of public expenditure in other local governments 

and set their own public expenditure accordingly. Our estimation results make it clear that the policy 

levels of the neighborhood and similar local governments raise the public expense burden of a 

municipality. Local policy making is strongly influenced by the public policy levels within the same 

prefecture, neighboring local governments, and local governments of comparable financial standing 

and scale. Our results show clearly that cross-reference behavior between local governments raises 

public expenditure for the physical check-up of pregnant women.  

 

JEL Classifications: H75, H77, H72 

Keywords: public expense for physical check-up of pregnant women, cross-reference behavior, 

declining birthrate 

 

 

  



3 
 

Ⅰはじめに 

 

 近年、人口減少問題がクローズアップされ、少子化政策の充実化が重要な課題となり、

政策を担う地方自治体が果たす役割は大きい。実際に、妊産婦定期健康診査（以降、妊婦

健診とする）や乳幼児医療費などの出産や育児に関わる公的支援では、都道府県および市

町村の基礎自治体が中心になって実施している。 

 妊婦健診は 1965 年度に母子保健法第 13 条で「市町村が妊産婦または乳幼児の健康診査

を実施することを推奨する」と規定している。妊産婦の経済的負担の軽減を目的に、1969

年には低所得世帯の妊婦を対象に本保健法が施行され、1974 年にはすべての妊婦を対象に

公費助成が行われた。 

 地方分権が進むなかで、妊婦健診の財源が国庫補助から一般財源となり、地方交付税の

措置がなされ、公費助成の対象となる健診内容と回数が増加していった。厚生労働省(2014)

「妊婦健康診査の交付負担の状況にかかる調査結果」によると、2012 年にはすべての市町

村で妊婦健診の公費負担回数が 14 回以上にのぼり、2008 年度の全国平均 5.5 回と比べると

大幅に増えている。給付内容も国が規定する内容以上のものを実施している市町村が

41.5％と高い割合を占めていることが明らかとなっている。 

 公費負担額を一つ例にしても、ガイドラインでは 60,000 円の設定であるにもかかわらず、

国の設定額に準じている自治体はわずか 2.3%である。大半の自治体が国の基準を上回って

設定している。しかも、妊婦の居住地以外の病院等で受診した場合でも、自治体が公費で

負担するとしている。 

実際に2010年度から2012年度の全市町村の妊婦1人当たり公費負担額の全国平均額が、

2010 年度に約 91,295 円、2011 年度に約 95,134 円、2012 年度に約 97,081 円と上昇して

いる。また自治体間の公費負担額の差については、妊婦 1 人当たり公費負担額の変動係数

が、2010 年度に約 0.163、2011 年度に約 0.152、2012 年度に約 0.142 と逆に低下している。

このことから、公費負担額の全国平均額は上昇しているものの、妊婦１人あたりの公費負

担額の自治体間の格差は縮小傾向にある。 

 そもそも自治体はどうやって妊婦公費負担額を決めているのだろうか。1 つの要因として、

ヤードスティック競争が考えられる。別所・宮本(2012)は、同一都道府県内の市町村間で妊

婦 1 人当たり助成額のヤードスティック競争が生じていることを示し、妊婦健診公費負担

額の自治体の政策決定には、他自治体の政策決定を考慮し戦略的に決められていると述べ

ている。 

 しかし、同一都道府県内に属している市町村以外にも、他の市町村が参照されている可

能性もあるだろう。可世木・岩永(2008)は、妊婦健診回数は同一都道府県内の市町村でも財

政状態によって異なっており、人口規模が小さい自治体ほど健診回数が多くなる傾向にあ

ると指摘している。西岡他(2007)は、市区町村にアンケート調査を実施し、小規模自治体で

あるほど今後の人口見通しに対し消極的であり、人口に関する政策の必要性を感じている
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傾向にあることを明らかにしている。したがって、人口規模および財政状態が近い自治体

では、政策決定に一定の傾向が認められ、お互いを参照している可能性が高いと考えられ

る。 

 さらに、他の要因としては、自治体の地域環境の違いによって、妊婦健診公費負担額は

異なる可能性が考えられる。それは同じ額の妊婦健診公費負担額を設定しているにもかか

わらず、自治体によって財政負担が異なることがある。たとえば、出生率が高ければ高い

自治体ほど、妊婦健診公費負担額の総額は大きくなるだろう。また婚姻率が上昇すればす

るほど、将来的に発生すると想定される公費負担総額は高まると考えられる。さらに出産

する可能性のある女性人口の割合が高いほど、潜在的な公費負担総額が高くなると計算さ

れる。そこには、1 人あたり妊婦健診公費負担額の設定が同じ額であるにもかかわらず、自

治体の人口構造が異なることによって、妊婦健診公費負担の総額が違ってくる。もちろん

自治体の人口構造だけが要因になるわけではない。自治体の財政状況や居住する住民の所

得によっても負担割合が異なってくるであろう。このような自治体の地域的な特徴をコン

トロールした上で、政策決定を評価していくことが求められる。 

 そこで本稿では、自治体が独自に実施する地方単独事業の１つである妊婦健診制度をと

りあげ、自治体の公費負担額の決定には、他自治体の負担額を参照し戦略的に決定すると

仮定する。なお、参照先として近隣自治体、都道府県内自治体、さらに類似自治体の３つ

のレベルを取り上げ、それぞれの政策水準が１人あたり公費負担額にどの程度影響を与え

ているかを検証する。 

 本稿の構成は以下の通りである。次節では先行研究を紹介し、本稿の位置付けを示す。

Ⅲ節では分析のフレームワークについて説明を行い、Ⅳ節では分析に用いるデータの概要

と変数、地域ウェイトについて述べるⅤ節では実証分析の推定結果を示す。最後のⅥ節で

は、本稿で得られた結果をまとめ、むすびとする。 

  

Ⅱ先行研究の比較 

 

 妊婦健診をテーマとする先行研究に別所・宮本(2012)がある。別所・宮本(2012)は、妊婦

健診の政策決定には自治体間の政策競争が生じていると指摘している。2010 年の厚生労働

省雇用均等・児童家庭局母子保健課「妊婦健康診査の公費負担の状況にかかる調査結果」

の市町村別クロスセクションデータデータを用い、１人あたり公費負担額には同一都道府

県内の近隣市町村の影響を受けていることを明らかにしている。 

 このような自治体間の政策競争については、海外で理論および実証の両面から論じられ

てきた。財政競争理論を提示した Wilson(1986)と Wildasin(1988)は、地方自治体の意思決

定には政策競争があることを検証し、Brueckner(2003)および Fiva and Rattso(2006)は実

証的に公共支出競争を展開している。 

 国内でも、齊藤・中井(1991)、塚原(1992)、中澤(2007)、ならびに山内(2009)が福祉政策
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を取り上げ、戦略的依存関係を論じている。齊藤・中井(1991)は、老人福祉費の決定に東京

都(23 区を除く)の市町村にデモンストレーション効果が発生していることを検証している。

塚原(1992)は、伝播仮説をかかげ、東京 23 区の福祉政策には模倣や同調による政策決定が

あるとしている。中澤(2007)は 1995 年度から 1998 年度のパネルデータを用いて、ホーム

ヘルパーの供給水準に近隣効果があることを示している。山内(2009)は、介護保険施設の供

給水準の近隣の都道府県間の参照行動を実証している。 

 本稿がテーマとする子ども支援政策の戦略的相互参照行動については、田中(2009)、別所

(2011)、足立・赤井(2014)、足立・齊藤(2015)がある。田中(2009)は、都道府県レベルの 2005

年のアンケートデータによって、私立幼稚園の補助額、放課後児童健全育成事業費、乳幼

児医療費助成額の政府間競争を分析した。その結果、私立幼稚園の補助額、放課後児童健

全育成事業費には参照行動が見られたが、都道府県レベルでは、乳幼児医療費助成額には

参照行動は見られなかった。 

 別所(2011)は、乳幼児医療費助成制度 1を取り上げ、九州地方の市町村別クロスセクショ

ンデータを使用し、市町村通院対象上限年齢から県の上限年齢を減算した値を市町村独自

の引き上げ幅とし、近隣市町村間で引き上げ幅に政策競争が生じているかを分析している。

推定結果から、乳幼児医療費助成制度の市町村の通院対象上限年齢は、周囲の市町村の上

限年齢の平均値 2)の影響は統計的に観察されず、むしろ上位政府である県との垂直的代替関

係が生じていることを指摘している。 

 足立・齊藤(2015)は、３年分の全市町村のパネルデータを用い、乳幼児医療費助成制度の

都道府県の上限対象年齢の引き上げによる市町村の上限対象年齢の引き上げ効果と水平的

外部性による引き上げ効果が生じていることを明らかにしている。 

 また足立・赤井(2014)は児童福祉費の目的別性質別市町村決算状況の３年分のパネルデー

タを用いて、子ども支援政策の政府間競争について人件費および給付費の面からサービス

の質について論じている。本稿も市町村データを用いて、地方自治体の近隣効果を検証し

ている点では同様のアプローチとなる。 

 だが、市町村の妊婦健診公費負担額の助成制度に関しての戦略的相互依存関係について

分析したものは、宮本・別所(2011)以外にはなく、その中では、都道府県内の市町村の相互

依存関係の検出はされているものの都道府県外の影響や同一規模の自治体については触れ

                                                   
1) 鎌田(2010、2011)は、少子化研究会が 2010 年に実施した『次世代育成支援対策推進法に

基づく前期行動計画の事業実績に関する自治体調査』を使用し、政策の波及パターンと波

及効果の検証を行っている。具体的には、子どもの医療費助成政策は、1970 年代に人口規

模が比較的大きい市で急速に導入され、1990 年代に再び中規模の市を中心に取り入れられ

たと指摘している。このとき 1970 年代の導入理由は、「市民の要望」「補助金」「国の方針」

や「首長の公約」「他の自治体が策定した」要因となっているとしている。つまり鎌田(2010、
2011)は、乳幼児医療費助成制度の導入に、政治的な要因や他地域からの影響があったこと

を示唆している。 
2) 別所(2011)は、周囲の平均値として、市町村の重心間の距離をウェイトとして作成した加

重平均を用いられている。 
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られていない。 

 そこで本稿の主たる問題意識は、妊婦健診公費負担額を取り上げ、市町村間の政府間競

争が政策水準に与える効果を実証分析によって示すことである。このとき、政府間競争に

ついて、本稿では市町村のパネルデータを用いることで、近隣効果、同一都道府県内効果

そして類似団体効果から詳細に分析を行う。また、婚姻、出産そして居住する女性の人口

動態を年齢階級別にコントロールしている点にも特色がある。 

 

Ⅲ実証モデルと地域ウェイト 

 

1.実証モデル 

 

 本稿では、Brueckner (2003)を参考に推定式を考える。本稿における推定式(反応関数)

を以下のように線形であると仮定し、地方自治体を示す添え字を i とし、地方自治体の総数

を n とし、時間を示す添え字 t を加えて、以下のように示すことができる。 

  

Zi,t = β∑ wi,j,tZj,t +𝑛j=1 ∑ λkKk=1 xi,k,t + ui,t (∑ wi,j,t𝑛j=1 = 1)    (1) 

 

ここで、Zi,tは当該地方自治体の t 期の妊婦健診政策の水準であり、Zj,tは自地域を除く他の

地方自治体の t 期の妊婦健診政策の水準である。本稿では、妊婦健診政策の水準として、1

人当たり妊婦健診公費負担額を用いた。 

wi,j,tは自地域を除く他の地方自治体のウェイトである。ここでウェイトwi,j,tは和が１にな

るように基準化されている。xi,t,kは t期の当該地方自治体の地域特性を示す説明変数であり、

地域特性を示す説明変数の数が K 個であり、ui,tは誤差項である。βと𝜆は説明変数に対応す

る係数である。当該地方自治体の行動が、他の地方自治体による妊婦健診政策の水準の影

響を受けていなければ、β=0 となる。また、 𝛽 ≠ 0のとき、i 地方自治体の行動は、他の地

方自治体の影響を受けていると考えられる。 

しかし、Anselin(1988)などで指摘されているように、(1)式を OLS で推定することはで

きない。なぜなら、説明変数にあるZj,tは内生変数であり、同時性の問題がある。さらに ui,tに
は空間的自己相関の問題がある。これは、地方自治体の裁量が増えた時に、隣接地域は地

域特性などが似ている場合、似たような政策をとる可能性があるので、推定に用いた説明

変数では完全に捉えきれていない地域特性が誤差項に残る可能性がある。つまり、誤差項

は相互に関連し、 

ui,t = ρ∑ wi,j,t𝑛j=1 uj,t + εi,t  (2) 

 

となる。ここでεi,tはεi,t～𝐼𝐼(0,σ2)である。 

 以上 2 つの計量経済的な問題を解消するために、(1)式にKelejian and Prucha (1998)の方
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法による、一般化空間的二段階最小二乗法(GS2SLS)3)を用いて推定を行う。操作変数とし

ては(1)式の他の地方自治体の妊婦健診政策の水準と同様のウェイト(wi,j,t)を付けた地域特

性(xi,k,t)を用いる。Kelejian and Prucha (1998)では、誤差項の空間的相関が存在する場合

でも，他の地方自治体の妊婦健診政策の水準を作る際に掛けたものと同じウェイトで重み

付けした地域特性を表わすコントロール変数を操作変数として用いる操作変数法は一致推

定量を導出することが示されている。なお、詳細な変数についての説明は次節で行う。 

 

2.地域ウェイト 

 

本稿では、地域ウェイトとして、【類似団体ウェイト】【都道府県内ウェイト】【近隣ウェ

イト】の 3 つを用いる。 

類似団体ウェイトでは、「類似団体別市町村財政指数表」で同じ類型に所属している市町

村を参照するケースを考える。可世木・岩永(2008)では、同一都道府県内の市町村でも財政

状態によって、公費負担回数が大きく異なること、人口規模が小さい自治体の方が、妊婦

健診回数が多くなる傾向を指摘している。また西岡他(2007)において、市区町村へのアンケ

ート調査において、小規模自治体ほど今後の人口見通しについて望ましくないと考えてい

る割合が高く、人口に関する政策の必要性を感じていることが明らかにされている。 

実際に2010年度から2012年度における人口規模別に公費負担額の平均額を計算すると、

表 1 のような結果が得られる。その結果、人口規模が小さいほど、公費負担の平均金額が

大きくなることが分かる。よって、可世木・岩永(2008)や西岡他(2007)で明らかにされてい

るように小規模団体であるほど、人口に関する政策を実施する必要があり、実施している

可能性がある。よって、このような場合人口規模や財政状態が近い自治体を参照先として

設定している可能性が考えられる。そこで本稿では、人口規模と財政規模の 2 つが似てい

る団体を同規模の団体として定義し、その点を考慮したものである「類似団体別市町村財

政指数表」で同じ類型に所属している市町村を参照先として定義する。 

都道府県内ウェイトは、自地域が属する都道府県の中の他の市町村を参照するケースを

考える。別所・宮本(2012)において妊婦健診の参照先として同一都道府県の県境が影響する

ことが指摘されている。そこで、本稿でも自地域が属する同一都道府県内の他市町村を参

照先として定義する。 

さらに、近隣ウェイトでは、市町村間の役場間の距離が近い市町村ほど影響力が強いと

いう参照をするケースを考える。距離ウェイトの作成に関しては、先行研究において主に 2

つの方法が用いられている。別所・宮本(2012)で用いられているような閾値を設定する方法

と菅原・國崎(2006)や足立・赤井(2014)で用いられているような市町村役場間の距離の逆数

としてウェイト付けする方法がある。本稿では、類似団体ウェイトも用いているように、

参照先の自治体の設定をより広範囲にする可能性を考慮し、距離の限界を設けない後者の

                                                   
3) 詳細な説明は、Kelejian and Prucha (1998)など参照。 

表１挿入 
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方法を用いて距離ウェイトを作成する。以上３つの参照先を次のように設定する。 

 

【類似団体ウェイト】 

Wi,j,tb =
1Si,t  , Wi,i,t = 0   (3) 

 

 Si,tはt期に第i市町村と類似団体別市町村財政指数表で同じ類型に分類されている市町村の

数とする。 

 

【都道府県内ウェイト】 

Wi,j,tb =
1mi,t  , Wi,i,t = 0   (4) 

 

 mi,tはt期に第i市町村と同一都道府県にある市町村の数とする。 

 

 

【近隣ウェイト】 

Wi,j,td =

1
di,j,t∑ 1

di,j,tj  , i ≠ j, Wi,i,t = 0   (5) 

 

di,j,tは第i市町村と第j市町村の市町村役場間の距離 4)とする。 

 

Ⅳ変数の説明 

 

本稿では、厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課「妊婦健康診査の公費負担の状

況にかかる調査結果」、総務省「市町村決算状況調」、「住民基本台帳に基づく人口、人口動

態及び世帯数」、「住民基本台帳人口移動報告」、及び「地方公共団体の主要財政指標一覧」

を主なデータとして用いる。分析期間は 2010 度から 2012 年度である。なお、妊婦健診は

市町村を中心として運営される制度であるから、市町村に区分されたデータを使用する。 

 ただし、市町村合併の進展、一部事務組合や広域連合の形成により、各年度の保険者の

総数は異なる。そこで、分析期間の最終年度である2012年度の保険者の総数に合うように、

                                                   
4) 別所・宮本(2012)と同様の方法を用いて、役場間の距離を求めた。その際には、緯度 1
度あたり 111.1km，経度 1 度当たり 90.7km として三平方の定理から求めている。また役

場の緯度・経度は国土地理院 HP(http://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/center.htm)より入手

した。 
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現実の市町村合併、一部事務組合や広域連合の形成を反映し、2010 年度と 2011 年度の保

険者数を調整し作成した 5）。 

 以上のデータを用い、下記の変数を作成した。なお、「 」は『妊婦健康診査の公費負担

の状況にかかる調査結果』などのデータ名、【 】は作成した変数を示している。 

 

 被説明変数を【妊婦１人あたり公費負担額】とする。妊婦の 1 人あたり公費負担額が毎

年規定される。助成額に定めのない市町村は、既存研究に従い一律 20 万円とする 6）。 

  

被説明変数 

【１人あたり妊婦健診公費負担額】＝「１人あたり妊婦健診公費負担額（円）」 

 

 本稿では、説明変数として以下の 5 つの要因があると考え、それぞれに対応した変数を

用いる。5 つの要因はそれぞれ、他地域からの影響、妊婦要因、地域要因、環境要因、財政

要因である。 

 第 1 は本稿の主たる関心である、他市町村からの影響をとらえるための【参照先政策水

準】である。これは次のⅢ-2 項で設定した 3 つの地域ウェイトに各市町村の１人あたり妊

婦健診公費負担額を掛け合わせたものを用いる。 

 

・説明変数(参照先政策水準) 

【参照先政策水準)】=(地域ウェイト×当該市町村の１人あたり妊婦健診公費負担額)の合計 

 

 第 2 に、（妊婦要因）として妊娠可能年齢とリスクの高い妊娠という視点から【女性 25

歳～29 歳割合】【女性 30 歳～34 歳割合】【女性 35 歳～39 歳割合】【女性 40 歳～44 歳割合】

を用いる。総務省(2012)「人口動態調査」から妊娠する母親の年齢の多くが 25 歳～44 歳で

あることを参考に、本稿では同年齢を妊娠可能年齢として定める 7)。 

雇用均等・児童家庭局(20009)「妊婦健康診査の実施について」では、出産年齢の高齢化

によって妊婦の健康管理の重要性が高まるとしている 8)。本稿でも、年齢が高まるほど妊婦

健診の必要性が高まるとし、健診項目による１回あたり妊婦健診費用と健診回数の増加が

交付負担額の上昇を招くと考える。また出産する母親の年齢階級をみると 30 歳～34 歳が最

                                                   
5）厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課「妊婦健康診査の公費負担の状況にかかる調

査結果」の調査では、2010 年度の市町村数が 1,750、2011 年度は 1,619、2010 年度は 1,742
であった。なお、2011 年度は岩手県、宮城県、福島県内の 128 市町村については東日本大

震災の影響により調査対象外となっている。 
6） 別所・宮本(2012)では、助成額が定まっている額の最大値と助成回数が無制限の１回あ

たり公費負担額をもとに２０万円と算出している。 
7) 別所・宮本(2012)で、妊娠の可能性のある女性年齢を総務省(2007)「人口動態調査」デー

タを参考に 15 歳～44 歳としている。 
8) 別所・宮本(2012)では、35 歳以上の比率を用いている 
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も高い割合をしめ、次いで 25 歳～29 歳が続き、女性の年齢階級に応じて妊婦公費負担を使

用する可能性が異なる。そこで年齢階級を４つに分けて検証を行う。 

 

説明変数（妊婦要因） 

【女性 25 歳～29 歳割合】＝「女性 25 歳～29 歳人数（人）」／「人口（人）」 

【女性 30 歳～34 歳割合】＝「女性 30 歳～34 歳人数（人）」／「人口（人）」 

【女性 35 歳～39 歳割合】＝「女性 35 歳～39 歳人数（人）」／「人口（人）」 

【女性 40 歳～44 歳割合】＝「女性 40 歳～44 歳人数（人）」／「人口（人）」 

 

 第 3 は（地域要因）の説明変数である。本稿では、【婚姻率】、【出生率】、【若年人口割合】

を用いる。婚姻者数、出生者数そして若年者数が増えると、妊婦健診を利用する妊婦が増

加すると予想され、妊婦健診が増額するであろう。利用する妊婦が増えたとしても十分財

源に余裕がある場合には、サービスが充実もしくは維持すると考えられ、１人あたり公費

負担額が大きくなる。だが、財源の確保が困難となると場合には、サービスが低下し、１

人あたり公費負担額が減額する可能性がある。 

 

説明変数（地域要因） 

【婚姻率】＝「結婚件数（組）」／「人口（人）」 

【出生率】＝「出生数（人）」／「人口（人）」 

【若年人口割合】＝「０歳～14 歳人数（人）」／「人口（人）」 

 

 第 4 は（環境要因）の説明変数である。可世木・岩永(2008)で公費負担額の決定に産婦人

科医と医師会の影響力があると指摘し、別所・宮本(2012)で説明変数として採用している。

本稿でも、【１人あたり産婦人科医師数】を用いる。 

 

説明変数（環境要因） 

【１人あたり産婦人科医師数】＝「（産婦人科医数＋婦人科医数＋産科医数）（人）」 

／「女性人口（人）」 

 

 第 5 は（財政要因）の説明変数である。【財政力指数】による説明変数を使用する。財政

力指数は、地方公共団体の財政力を示す指標であり、過去３ヵ年の基準財政収入額を基準

財政需要額で除した数値の平均値を指す。財政力が高いほど、普通交付税算定上の留保財

源が高いことを示しており、財源に余裕があると考えることから、妊婦健診公費負担額が

増額される可能性がある。したがって、財政力指数が期待される係数はプラスである。 

さらに、【１人あたり課税対象所得額】も採用する。課税対象所得が低ければ、地方自治

体の税額が下がり妊婦健診公費負担額に投じる額も低下すると考えられるから期待される
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係数はプラスである。だが課税対象所得の家族構造に子が多くいる世帯では、財源を上回

る歳出が考えられるので期待される係数はマイナスとなる。 

 

説明変数（財政要因） 

【財政力指数】＝「財政力指数」 

【１人あたり課税対象所得】＝「課税対象所得（千円）」／「納税者数（人）」 

 

各変数の記述統計は以下の表 2 の通りである。 

 

Ⅴ推定結果 

 

 本稿の推定結果を表 3 に示す。なお、都道府県ウェイト、類似団体ウェイトならびに近

隣ウェイトの操作変数の妥当性については、sargan 検定統計量で検証を行っている。また、

固定効果モデルもしくは変量効果モデルを検定するために Hausman 検定を行い、支持さ

れたモデルのみ結果を示している。 

推定結果より第１に、婚姻率がすべてのモデルで有意な影響が認められなかったものの、

出生率は全モデルでプラスに有意な結果となった。このことから、出生率が上昇すると、

１人あたり妊婦健診公費負担額が高くなることが示された。つまり出生率が上昇し妊婦健

診公費負担総額が増加したとしても、それ以上に１人あたり妊婦公費負担額が有意に上昇

していると想定される。 

第 2 に、若年人口割合が【類似団体政策水準】【近隣政策水準】でマイナスに有意である

ことから、若年人口割合が低いところでは１人あたり妊婦健診公費負担額が上昇し、少子

化対策を拡充させていることが明らかとなった。これは、可世木・岩永(2008)や西岡他(2007)

が示しているように、小規模団体であるほど人口に関する政策への実施の検討、もしくは

実際に行っていることが考えられる。 

第３に、環境要因および財政要因は統計的に有意な影響を与えないことが検証された。

１人あたり産婦人科医師数、財政力指数、1 人当たり課税対象所得額で有意な結果が得られ

なかった。 

第４に、妊婦要因に関する説明変数であるが、1 つのモデルで女性 30 歳～34 歳割合と女

性 40 歳～44 歳割合でマイナスに有意であると推定された。女性 30 歳～34 歳割合と女性

40 歳～44 歳割合が、【都道府県政策水準】では、マイナスに有意であることから、女性人

口割合が低いところでは１人あたり妊婦健診公費負担額が上昇し、少子化対策が図られて

いることが示された。 

これは女性 30 歳～34 歳が出産をする最も高い割合をしめているので、その年齢層の割合

が低い自治体は、その年齢層の女性に多くでも子供を出産してほしいので、少子化対策と

して、より安心して出産に臨みやすいように公費負担額を高めている可能性が高い。さら

表 3 挿入 

表 2 挿入 
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に、鎌田(2013)で明らかにされているように、理想の子供数を持たない理由として、それ以

前の年齢層と比較して 40 代女性の方が、高齢で生むことに対して抵抗が高くなっている。

しかし、女性 40 歳～44 歳割合が低い自治体は、その年齢層の女性にも子供を出産してほし

い。そこで、その年齢層(40 歳～44 歳)の女性が安心して出産に臨みやすいように公費負担

額を高めている可能性が考えられる。 

最後に本稿の主要な変数である参照先政策水準では、【類似団体政策水準】【都道府県政

策水準】【近隣政策水準】の全てでプラスに有意な結果が得られた。このことから、妊婦健

診公費負担額の設定をするうえで、市町村間の相互参照行動が生じている可能性が示唆さ

れる。 

 

Ⅵ結語 

 

近年、急速に人口減少が進むなかで、各自治体は少子化対策の充実に力を入れてきてい

る。実際に、妊婦健診の公費負担額については平均的に上昇しており、しかも公費負担の

金額の差が自治体間で縮小している。 

本稿では、少子化対策の一つである妊婦健診公費負担額を取り上げ、自治体がどのよう

に公費負担額を決定しているかを検証した。 

まずに、若年人口割合が低く、女性人口割合が低い自治体ほど、少子化対策への充実化

が図られていることが明らかとなった。若年人口割合が低い自治体では、将来的に人口減

少問題に直面するために、少子化対策の充実化として妊婦健診公費負担額を増やしている

可能性が高い。女性人口割合と妊婦公費負担額の関係でも、同じことが考えられる。最も

出産が多い年齢層(30 歳～34 歳)および、比較的出産をする上で年齢の高い層(40 歳～44 歳)

の人口割合が低い自治体では、女性が安心して子供を出産しやすくするように、妊婦健診

公費負担額を増加させている可能性が高い。 

さらにに、参照先政策水準の有意性から、妊婦健診の政策決定には別所・宮本(2012)で指

摘されている同一都道府県内の他市町村を参照先として設定する相互参照行動だけでない

ことが示された。より広範囲の市町村を対象としている類似団体や距離の近い市町村が参

照先として政策決定に有意に影響を与えている。 

したがって、参照先としては、先行研究で指摘されていたような県内の市町村および近

隣に市町村に留まらず、人口規模および財政規模を同じくする、同一都道府県外を含む、

他自治体の政策決定も考慮していることが明らかとなった。 
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＜表 １＞ 人口規模別の公費負担額の平均額(単位：円) 

 

 

＜表 2＞記述統計  

 

  

2010 2011 2012

1万人未満 95,960 99,370 101,074

1万以上2万未満 92,272 95,816 97,809

2万以上5万未満 90,739 94,571 96,494

5万以上10万未満 89,083 93,570 95,543

10万以上15万未満 85,828 89,575 92,154

15万以上 84,468 88,871 91,089

サンプルサイズ 平均 標準偏差 最小 最大

１人あたり妊婦健診公費負担額 5145 94503.4900 14560.8000 20000.0000 200000.0000

女性25～29歳割合 5145 0.0446 0.0108 0.0000 0.1324

女性30～34歳割合 5145 0.0496 0.0123 0.0059 0.1690

女性35～39歳割合 5145 0.0589 0.0147 0.0000 0.1268

女性40～44歳割合 5145 0.0580 0.0130 0.0166 0.1304

婚姻率 5145 0.0043 0.0019 0.0000 0.0651

出生率 5145 0.0071 0.0022 0.0000 0.0361

若年人口割合 5145 0.1240 0.0238 0.0347 0.2187

1人あたり産婦人科医師数 5145 0.0001 0.0003 0.0000 0.0141

財政力指数 5145 0.5083 0.2972 0.0500 2.5500

1人あたり課税対象所得額 5145 2735.5900 390.7494 1908.2790 5735.6800
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＜表 3＞ 推定結果 

 
(注)下段は標準誤差を、***は 1%、**は 5%、*は 10%での有意水準を表している。 

 

１人あたり妊婦健診公費負担額 類似団体政策水準 都道府県政策水準 近隣政策水準
固定効果モデル 変量効果モデル 固定効果モデル

0.885*** 0.979*** 0.939***

(0.0511) (0.0265) (0.0471)

34,992 38,027 37,069

(43,226) (23,916) (40,541)

-59,872 -66,208*** -38,826

(42,902) (24,554) (40,430)

7,959 -11,368 30,303

(45,025) (23,532) (42,321)

69,428 -33,191* 20,916

(43,273) (19,774) (41,177)

58,850 25,715 66,245

(123,876) (80,189) (116,464)

415,730*** 252,834*** 353,870***

(106,558) (85,587) (100,362)

-132,806*** -22,931 -95,630**

(46,025) (14,067) (43,435)

-92,922 -286,742 -896,168

(2.249e+06) (548,839) (2.116e+06)

-1,315 -500.6 219.7

(3,630) (940.7) (3,405)

-2.586 0.762 -1.409

(1.703) (0.709) (1.606)

定数項 28,764** 5,325 16,354

(11,468) (3,432) (10,805)

Wald検定 1960000*** 2251.5197*** 1729499.2***

Hausman検定 40.92*** 12.02 42.16***

sargan検定 14.643 10.23 0.531

サンプルサイズ 5,145 5,145 5,145

若年人口割合

1人あたり産婦人科医師数

財政力指数

1人あたり課税対象所得額

参照先政策水準

出生率

婚姻率

女性25～29歳割合

女性30～34歳割合

女性35～39歳割合

女性40～44歳割合
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